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要旨　近年、中国の失業問題が大変注目されている。中国は改革開放政策路線を実施して
以来、社会全体の環境が大きく変化し、国内の様々な政策、制度の整備が急務になってい
る。いわゆる新社会階層が形成されつつある中で、貧富の格差をいかに解消するか、ある
いは社会情勢の変化にいかに対処するか、国の新情勢に対応して適切な政策をいかに作り
出すのかが、現在の中国の制度改革の課題となっている。その中で特に都市部における失
業者の再就職問題は中国社会の健全な発展に寄与するものと考えられる。失業した労働者
は社会発展のための重要なパワーであり、このグループの労働者が社会復帰するまでのサ
ポートは社会全体が担うべき義務である。
　中国では 90 年代、都市部における失業者、主に旧国営企業系が生み出した失業者のた
めに、「失業保険条例」と「都市住民最低生活保障条例」が創設された。そもそも、失業
及び貧困問題は中国の建国初期に見られたが、計画経済の政策の下で、ほぼ解決された。
いわゆる「国営企業」への就職を通じて、都市の労働人口の生活は安定していた。しかし、
このバランスは 90 年代からの国営企業の改革によって、崩れてきた。国営企業の経営不
振によるリストラが中国の失業者グループを形成し、社会政策の欠如の故に、この失業者
グループは貧困者になるという傾向が現れてきたことに着目する。
はじめに
　中国の失業率は低いが、それは失業者として計上される人数が限定されているからであ
る。 中国では､ 13 億人の国民が都市住民と農民に区別されているが、農村部の労働力は
５億人にのぼり、うち 1.5 億人が余剰労働力といわれている。しかし、中国では失業とは、
労働力 2.2 億人を擁する都市部のみに用いられる概念であり、農村部の実態は把握すべき
対象となっていない。さらに、都市部についても、企業の余剰人員は、まず一時帰休者と
して再就職センター（地方政府への負担が過重であったため、2001 年に廃止された）に
入り、最長３年間、基本生活費を受け取りながら再就職先を探し、期間中に職が見つから
なかった場合にのみ、失業者となる。そもそも、社会主義の国家には失業の概念がなく、
中国に独自な改革開放政策を実施してから失業者が生み出された。失業者を生み出す原因
としては、①産業構造の変化に伴い、農業を中心とする第１次産業から大量の労働力が流
出した、②従来は国有企業の第２次産業が余剰労働力を吸収していたが、国有企業の経営
不振や合理化によって逆に余剰労働力が放出される状況になってきている、③中国が経済
成長を続けているとはいえ、第３次産業や私営企業はまだ成長途中であり、雇用の受け皿
としての役割を十分に果たしていない、等の理由がある。これらを踏まえて、本論文では、
国有企業の経営不振のリストラ問題が中国の失業率に大きな影響を与えており、また、こ
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の失業者グループがそのまま貧困者グループの形成に内在的な関係を持っていると論じる。
Ⅰ　中国の失業概念の特殊性
　中国労働社会保障省の定義によると、都市部で登録済みの失業者（都市戸籍者）には、
①労働する能力がある、②就業を希望している、③規定に基づき失業登録を行っている、
という３条件が求められている。この基準によれば、2003 年末時点の都市部の登録失業
率は 4.3％である。中国では都市部の登録失業率が失業に関する唯一の公式データであり、
農民や失業の届出をしていない人が含まれていないため、雇用市場の動向を部分的にしか
反映していない。大まかに言えば、中国人口のうち、農村戸籍を持っている人口は５億を
超えている。そこから、農村労働者と出稼ぎ労働者を失業率の計上対象から排除してしま
うと、失業率の真の状態は反映されないと考えられる。現在よく使われている実質失業率
は、この「都市部登録失業率」に、国有企業レイオフ者、都市部に暮らす農村戸籍の失業
者、１億５千万人といわれる農村部の余剰労働者、郷鎮企業（村営小企業）の失業者を加
えて算出する必要があるが、個々の数値が公表されていないため実態を把握するまでには
至っていないのが実情である。試みとして、都市部における一時帰休者を加えて登録失業
率を計算した。
表１　一時帰休者を加えた失業率の変化
年／失業率
一時帰休者数
（万人）
登録失業者数
（万人）
一時帰休者を加
えた失業率（％）
登録失業率（％）
1990 　　／ 383.2 ／ 2.5
1991 　　／ 352.2 ／ 2.3
1992 　　／ 363.9 ／ 2.3
1993 150.0 420.1 3.5 2.6
1994 180.0 476.4 3.9 2.8
1995 282.0 519.6 4.5 2.9
1996 534.0 553.0 5.9 3.0
1997 995.0 570.0 8.5 3.1
1998 877.0 571.0 7.9 3.1
1999 937.0 575.0 8.2 3.1
2000 911.0 595.0 7.9 3.1
2001 742.0 681.0 7.5 3.6
2002 618.0 770.0 7.2 4.0
2003 421.0 800.0 6.6 4.3
出所：各種資料より筆者作成。／はデータを把握していないため、不明である。
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　以上の表から、一時帰休者を含む失業率は公表された失業率よりもかなり高いことが分
かる。時期的に分析してみれば、1993 年に国営企業が改組されてから、失業者が急に増
えてきたことが読み取れるだろう。このように、一時帰休者を加えただけで、政府が発表
した失業率より、倍ぐらいの差が現れてきた。出稼ぎ労働者及び失業申請を出していない
失業者を加えれば、その数は二桁に上ると推測できる。
Ⅱ　国営企業1) 改革と失業の関係
　１．国営企業改革の時代背景
　国営企業改革の必然性が現れてきたのは、中国の国策が経済建設へと転換してからであ
る。そこでは、国営企業は都市雇用の受け皿としてだけではなく、経済効率も求められた
のである。国営企業の機能転換のために、資産・負債率を低下させることが要求されてき
た。経営権が企業に移り、企業はこの問題の解決策として、余った従業員の削減に目を向
け始めた。具体的に言えば、国有企業の債務問題、例えば国有企業の資産・負債比率は、
1995 年末で 65.8％と高い状態にある。 計画経済のもとでは、財政と金融の区別が明確で
なかったため、財政面においても、債務の比率が非常に高くなっている。従来、投資資金
は政府、すなわち財政から支出されるというのが一般的だった。しかし、改革の進展に伴
い財政負担を軽減するために、政府は国有企業に対する支援をやめて、国有銀行の融資を
行うようになった。この融資は企業にとっては資本金ではなく、返済義務のある債務とし
て蓄積される。問題は、制度が変更された当初、資本金と債務の区別があまり理解されて
おらず、銀行融資であっても、従来の財政支出同様、返済義務はないと思い込んだため、
債務が雪だるま式に増加した。現在、回収不能な不良債権は 6,000 億元以上あると言われ
ている。このような状況で赤字になってもなぜ企業が潰れないかというと、予算制約がソ
フトだからである。国有企業は経済の基幹産業を押さえており、仮に潰れると大量の失業
者が生じるため、国がいざとなったら助けてくれるだろうという期待が働いている。その
結果、多くの国有企業は経営赤字が増加し続け、銀行に対する債務返済がますます困難に
なるという状況に陥ってしまう。そのため、失業者ではなく一時帰休者が大量に出てきた。
　国有企業改革という政策の変化につれて、失業問題が現れてきたため、企業改革と失業
問題との関係を考える必要がある。中国の国営企業改革と経営権の変更は、表２のような
ステップで行われた。
表２　国営企業改革の時系列表
78-81 年　権力を下放する改革 内容：改革初期、企業に経営権を譲る試み
82-86 年　経営請負責任制 内容：経営者に経営責任を更に委ねる
87-91 年　国営企業体制の改正 内容：国営企業に株式を導入
92-96 年　 「国有企業」と「民営企業」
の二元化
内容：国有、公有以外の所有制の導入
97 年-現在 内容：現代企業制度の確立へ
出所：各資料より筆者が作成した
　　　　　　　　　　　　　　　　
1)1994 年、国営企業の株式化の導入により、国営企業は国有企業へと変更された。本論文は年代通りに
区分している。
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　この改革が進むにつれて、企業の体質に根本的な変化が現れてきた。それは以下の通り
である。
　第１に、企業の国有資産の所有権は国家に属するが、企業は出資者（国家を含む）の投
資によって形成されたすべての法人所有権を保有する。そのため、企業は民事権利を有す
るとともに民事責任を負う法人となる。 
　第２に、すべての法人財産を有する企業は、法律に従って自主経営を行い、損益は自己
負担とし、規則にしたがって納税し、出資者に対して資産価値の保全・拡大の責任を負う。 
　第３に、出資者は企業に投入した出資額に応じて所有者としての権益―資産による収
益、経営上の重要な決定、管理者の人選などの権利―を有する。企業が破産した場合は
出資者が投入した資本額にのみ応じて、定められた責任を負う。 
　第４に、企業は市場の需要に基づいて生産、経営の組織をつくり、労働生産性と経済効
率の向上を目標とする。政府は生産・経営活動には直接関与しない。企業は市場競争の中
で淘汰され、長期の欠損を出したり債務を返済できなくなったりした企業は、法律にした
がって破産と宣告される。 
　第５に、科学的（現代的、合理的）企業システムと組織管理制度が確立されてきた。
　２．労働所有制の改革のプロセス
　上述したように、企業側に経営の主導権を握らせてから、労働市場に対応して労働所有
制が変わらなければならなかった。労働制度の改革は、主に２つの根本的な転換を目的と
して行われている。２つの根本的転換とは、経済体制を伝統的な計画経済体制から社会主
義市場経済体制へと転換させること、それに伴って企業の生産方法も非効率的なものから
効率的なものへと転換させるというものである。この２つの転換を目標に 1996 年の労働
改革が行われたが、労働力市場の育成とその発展が労働改革事業の中心に位置づけられて
いる。その改革は企業における労働力削減の公認ということでもあった。
　企業の労働生産性を向上させ、労働力資源を有効利用するために、労働部は「企業にお
ける経済的人員を削減する規定」を公布し、1995 年１月１日に実行した。この規定の中
で人員削減の条件について「使用者が破産に直面し、法定更生期間に入ったことを裁判所
に宣告され、または、経営上困難が生じ、その地方政府が定める基準に達し、人員削減が
やむを得ないとき、人員を削減することができる」と規定している。この規定によって、
削減された人員は失業者になる。1986 年から実施された解雇制では、企業は教育しても
あるいは行政処分によっても効果のない不良労働者しか解雇することができなかったが、
今回の労働部の「規定」で認められた人員削減では、従業員個人の問題ではなく、企業の
経営状況によって人員削減が可能となった。これは、中国の労働制度の中で大変に大きな
出来事といえる。
　中国の経済発展の最初の段階で取られた形は労働集約型である。いわば、大量の労働力
に頼っていたが、改革の進展につれて、労働効率と経済成長の関係が注目され始めた。言
い換えれば、労働生産性が向上するにつれて、労働力を合理的に利用するのは長期的な利
益に繋がることになった。その当時は集約型への転換は短期的には労働力の削減が避けら
れず、失業者が生み出されるのは必然的なことであった。但し、長期的に見れば、集約型
に転換することによって、新しい職業と産業が作り出されるので、その新産業や新職業に
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多くの労働力を吸収することが期待できる。そして、失業保険制度が制定されて、また専
門組織が責任を持って、失業者の再就職を紹介すれば、企業の人員削減は順調に進行し、
企業の改革もスムーズになると考えられた。
　３．全員労働契約制の実施
　労働契約制の進展は３つの段階に分けられる。第一段階は、労働契約制の導入が行われ
た 1986 年頃で、新規労働者だけを対象に試行していた段階である。第二段階は、1990 年
代で、労働契約制の全員化の試行段階である。1994 年８月 24 日、労働部が「全面実行労
働契約制に関する通知」を公布したことと、政府が一連の政策を出したことによって、労
働契約制の範囲は急速に拡大した。90 年代末以降の現在は第三段階であり、全員労働契
約化の実施段階になっている。
　労働契約制の進展状況を見ておこう。全国の都市における企業と労働契約を交わした従
業員は 1996 年末で、10,716. 万人となり、従業員総数の 97.4％を占めるまでに至っている。
この全員労働契約制の実行の結果、終身雇用制が破られ、どんな職種の労働者でも、失業
者になる可能性が出てきた。そうなると、1993 年に改正された「待業保険制度」2) では十
分に対応できないので、新しい社会政策が期待されたのである。
　４．労働契約制実施の影響―企業内失業者の急増
　労働契約制の実施と共に、企業側に経営責任権が与えられた。それと同時に、企業側は
労働者の雇用権を獲得し、当然、経営状態に応じながら、労働者を一時帰休させる企業は
多くなった。統計によると、1995 年末、全国の国有企業で失業、一時帰休、長期帰休及
び賃金滞納を受けた従業員は 2000 万人余に上っている。当時、改革の進行につれて、今
後５年間に 6,000 万人の完全失業者また企業内失業者が出ると予測されていた3)。中国国
有企業の「下崗4) 従業員」は 1,500 万人に達し、一部の都市では 20％以上にも上っている5)。
公表された失業率だけを見ればあまり高くないのだが、実際には以上のように、中国では
1995 年頃には企業内失業問題が深刻化していたのである。
　５．企業内一時帰休者の募集法
 　経営合理化の企業理念に対応して、一時帰休の従業員が出現した。その経緯は以下の
通りである。
　第１に、社内での早期退職である。法定定年退職年齢を満たしていない従業員に対して、
企業自らの規定で退職させ、年金を支払う。早期退職者は法定退職年齢を満たした時点か
ら正式に退職し、社会保障に移され、年金基金から年金を支給される。企業にとって、社
内での早期退職は、仕事を与えて賃金を支払うより負担がある程度軽減される。
　第２に、社内での失業、あるいはレイオフである。すなわち、社内の新職場につくまで
　　　　　　　　　　　　　　　　
2)1999 年までは失業と正式には認められないため、待業（仕事の配分を待つ）という言葉が使われていた。
3)『中国の社会保障』呂学静　2000 年
4) 一時帰休と同じ意味である。
5)「人民中国」1997 年１期 40 頁
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の間に自宅待機させ、企業が生活補助金を支払う。これも社内の早期退職と同様に、賃金
を支払うより企業の負担が軽減される。
　第３に、企業がサービス業、あるいは新規事業に参入して、余剰人員及び待機中の従業
員を吸収する。これは「分留」といわれる方法である。企業の自助努力で余剰人員を減ら
すことは、業績がまだ悪化していない、余裕のある企業に限られる。これは、失業保険な
ど、社会保障の枠外で行われるもので、企業の「自費改革」ともいわれる。
Ⅲ　失業及び一時帰休問題への社会政策による対応
　１．失業保険の設立
　中国の「失業保険制度」の雛形である「待業保険制度」は、1986 年に創設され、1993
年に改正されたにもかかわらず、改革の進展につれて欠陥が現れてきた。そのため、1999
年に「失業保険制度」が正式に創設された。ここでは、1986 年と 1993 年のものを省いて、
現行のものを中心に紹介する。1999 年の「失業保険制度」が作成されるときの考え方は
勿論、1993 年の制度の欠陥を修正することにあったが、それは同時に国際的な標準も参
照していた。特に ILO 条約の基本的な要請を参照していた。いわば、条約によってはじ
めて中国の失業保険制度は先進諸国並の制度を整えたことになる。
　第１に、失業保険の目的は所謂失業者の最低生活を保障することである。失業者の最も
基本的な生活を保障することは、失業保険制度の直接的な目的である。保険対象、保険形
式、保険項目の設置、保障基準、資金調達の方法などを選択するとき、十分に国家、法人、
個人という三者の経済的な負担能力を配慮し、あわせて長期的利益と短期的利益を考えな
ければならない。先進諸国において失業保険制度が創設される状況を確認してみよう。資
本主義経済体制の下では、労働者は、企業に雇用され、その労働力の価格としての賃金を
得ることによって自らの生計を立てている。それ故に労働者は失業という事態に直面する
と生活維持のための基盤である賃金を失うことになり、その生活が維持できなくなる。こ
の種の基本的生存権を維持することが失業保険を設置する目的の一つであろう。中国の失
業保険制度の目的も、失業によって所得が中断するすべての労働者の生活を保障するため
に金銭的、物資的な給付を行うことにある。言い換えれば、生存権を維持するために、失
業保険が創設されたのである。そして、労働者は給付金で基本生活を維持しながら、再ス
タートすることができる。
　第２に、非保険者の範囲について、ILO 第 168 号条約は次のように規定している。失業
保険制度は労働能力があり、就業の意欲があり、職を探している完全な失業者に保護を提
供すべきである。そして給付金額について、高い場合はその国の賃金労働者の月給額の
85％であり、少ない場合でも 50％はカバーすべきだと規定している。先進諸国の失業保
険制度を見ると、失業保険の適用対象については、通常、ほとんどすべての賃金労働者が
適用対象となる。中国の場合は 1999 年の改正で、ほぼすべての労働者に広がった。この
点については先進国に近づいているといえるだろう。
　第３に、保険料の負担について、多数の国では社会福祉と社会援助の項目については国
家財政がその費用を負担し、失業保険など社会保険項目の保険料は大体、三者負担の原則
で実行されている。中国では 1993 年の改正で、企業だけが保険料を納付することになっ
ていたが、1999 年の改正では、個人も保険料を負担するようにし、三者負担になった。
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これは失業保険改革の大きな進展である。1999 年の制度ではこれを新しく規定して、初
めてその義務と権利が統一された。保険料負担に関しても先進諸国並みの規則に変化した。
　第４に、失業保険の支給標準について、ILO の 168 号条約は、次のように規定している。
①失業以前の収入の 50％以下にはしないこと。②法定最低賃金の 50％を下回らないこと。
③基本的生活需要の最低水準を割らないこと。一般的にいえば、失業保険の救済金額が先
進国で賃金の 50％以上に達し、途上国では賃金の 40-50％に達している。失業救済の給付
標準は国の社会経済発展水準と社会生活水準で決まるのである。
　中国の場合には少し特殊な状況がある。1993 年の制度では失業救済金の支給標準を社
会救済金の 120-150％に変更した。施行された後、不合理と指摘され、1999 年の失業保険
改正で再び変えられた。失業保険費の支給標準は最低賃金より低く、都市住民の最低生活
費より高くした。中国の失業救済金の支給標準も国際標準にあわせて変更された。
　第５に、失業保険の管理について。先進諸国では、政府が専門機構を設立して、失業保
険の管理を行っている。政府が直接管理する方式は、先進諸国では一般的な方式である。
　中国の場合は、以前、社会保障は労働部、人事部、民政部、各級の労働組合及び保険公
司など分散的な管理になっていた。1998 年３月に、中国は従来の労働部を「労働社会保
障部」と組織変更した。今後、失業保険の管理は新しい段階に入ると思われる。
　失業保険基金管理について、先進諸国は国レベルでの基金のプール化を行っているが、
中国の 1999 年の改正では失業保険基金は省、自治区、直轄市レベルでプール化された。
同時に、失業保険基金の合理的な使用を保障するために、この改正は基金の監督を強める
ということを規定している。
　以上、先進国の失業保険制度と対比してみると、中国の失業保険制度は 1999 年の改正
によって、先進諸国の制度の内容とほぼ変わらないものになったことが明らかになる。
　２．再就職と転職訓練を重視する失業保険制度の特色 
　中国の失業保険制度は失業中の生活保障にとどまらず、転職訓練、職業斡旋、起業の支
援などの措置を通じて失業者の再就職を促進する総合的な制度になっている。特に近年、
政府は失業者の生活救済より、円滑な職場復帰を援助、促進することに重点を置き、再就
職機能の整備と強化に力を入れている。労働部は 1992 年 10 月 19 日に「失業保険基金管
理体制などの問題に関する通知」を公布し、「失業保険事業の主たる目的は失業者の再就
職を促進することにあって単純に失業救済金を給付することではない」ことを強調し、「失
業基金の調達、管理と給付は失業者の再就職と結びつき、転職訓練、生産自救および、職
業斡旋などの雇用サービスにリンクして行なわれるべきだ」と指摘した。
　事実上、「下崗職工」の再就職ルートからもわかるように、企業内部型ルートの場合は
企業が経営体を設立したり、資金を提供して「下崗職工」に経営体を設立させて彼らを吸
収したりするという方法を通じて再雇用した。「下崗職工」は 1997 年には 108 万人にも達
していた。また労務派遣の形で「下崗職工」を他の企業に派遣する方法も「下崗職工」の
再就職に大いに役立っている。この２つのルートを通じて再就職した「下崗職工」は
1997 年に再就職者全体の 37.1%を占めるほどであった。ただし、企業内部型ルートのうち、
地方政府が定める「早期退職」の基準よりもさらに早く、当該企業の中で定年退職扱いを
する「企業内年金待遇」を受ける労働者が多く、企業内部型ルートによる再就職者の
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32.2%を占めている。「企業内年金待遇」を受ける労働者は、上海では「準定年退職者」と
呼ばれ、正規の定年退職者または早期退職者と区別され、再就職者として取り扱われてい
る。その理由は「企業内年金待遇」者がまだ企業と労働関係をもっているからである。
　他方、本来の意味での転職を意味する対社会型ルートでは、基本は「他の企業への移籍」
と生産自給を特徴とする「自発的起業」からなっており、それらは対社会型ルートの
67.8％を占めている。対社会型ルートのなかにも「早期退職」があり、対社会型ルートの
15.3%を占める。「企業内年金待遇」を受ける者が企業の中にとどまっているのに対して、
対社会型ルートの「早期退職」は当該企業への帰属関係を既に解消されている。「下崗職工」
の急増が失業保険制度だけではなく、年金保険制度の整備にも大きな影響を及ぼしている。
失業保険制度だけでなく失業問題や「下崗職工」の問題を解決することはできず、社会保
障制度、社会政策及び地域経済発展計画というマクロ的な枠組みの中で失業問題を考える
必要がある。 
　1998 年６月 22 日に、中国共産党と国務院は、国有企業を中心に「下崗職工」が急増し、
社会問題化しているとの状況を踏まえて、連名で「国有企業下崗職工基本生活保障と再就
職活動を着実に行う事に関する通知」を公布し、「下崗職工」の基本生活を保障し、再就
職活動を強力に展開していくことの重要性を重ねて強調し、1998 年から全国規模で失業
救済活動を繰り広げてきた。
　３．職業紹介と職業訓練の実施
　「下崗」は、一方で雇用を喪失させる機能を持つが、他方では、一定期間生活を保障し
つつ、職業紹介・職業訓練事業と一体となって、再就職の一助ともなる。以下では、職業
紹介・職業訓練事業に関する政策やその実態について簡単にふれておく。
　職業紹介事業と職業訓練事業は、改革開放後、主に「下放」先の農村から戻った青年な
ど、比較的若年の労働者に対して実施されてきた。就職先の開拓・紹介だけでなく、職業
訓練や生産活動までも行う総合的な機関である「労働服務公司」が数多く設置された。労
働部が設置したもののほか、その他の各部門や個々の企業が、自らの余剰人員の再就職や
職業訓練のために設置したものも少なくない。各企業はサービス関連部門などの事業多角
化を図り、そこに余剰人員を吸収させることもしばしば行っている。現在では中年層の求
職者が急増しており、以前より再就職が困難になってきているといわれる。こうした事情
を反映して近年、再就職や配置転換などによって「下崗人員」や失業者を職場復職させる
ことを目的とした「再就職プロジェクト」が実施されている。その一環として、再就職セ
ンターを設立して、企業内の余剰人員や「下崗人員」を一括管理する施策が試験的に実施
されている。再就職センター設置の目的は、「下崗人員」の基本的な生活の保障と再就職
の促進であり、当面、大企業や企業集団により設立され , その運営費は政府・社会・企業
の三者により賄われる。そして、企業内の余剰人員や「下崗人員」について、企業と再就
職センター間および当該人員と再就職センター間で委託管理契約を締結する。再就職セン
ターは、委託期間中（２年以下）の基本生活費と医療費を支給し、就職先の斡旋や職業訓
練を行う。再就職センターが紹介した仕事を「下崗人員」が正当な理由なく２回拒否した
場合、再就職センターは委託管理契約を解約できる。契約の解約や満期終了により、企業
と「下崗人員」の雇用関係は終了するものとされる。
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　また、労働服務公司が運営する失業者や「下崗人員」による生産組織を「労働就業服務
企業」と呼ぶ。設立にあたり、従業員の 60%以上は失業者「下崗人員」で占めることと
され、当該事業設立後３年間は所得税が免除されたり、設立時に資産・物資を国家が援助
するなどの優遇措置がある。これらの企業は政府の援助をうけ急速に発展し、失業者や余
剰人員を大量に吸収している。このほか、職業訓練に関し、近時、職業技能検定制度が実
施されている。技能検定試験に合格した者には、「技術等級証書」・「技師合格書」などの
資格証明書が交付される。雇用や賃金に関し、資格や能力を考慮することを目的とした政
策・立法といえよう。具体策としては企業内部吸収方式から企業外部委託管理方式になっ
ている。この問題の背景には、第１に、1997 年以降、失業の問題と並んで「下崗職工」
の問題がクローズアップされたこと、第２に、「下崗職工」の問題を解決するために失業
保険基金が活用されていることがある。
　詳しく述べれば、「再就業工程」（以下再就職プロジェクト）は、1995 年以降、都市部
の失業問題を解決することを目的に、中国各地で実施されている失業対策である。1997
年以降、「下崗職工」問題がクローズアップされるにつれて、「再就職プロジェクト」の重
点が従来の失業問題から都市貧困者の問題と「下崗職工」の問題解決におかれるようになっ
た。特に 1988 年５月に中国共産党と国務院は「国有企業下崗職工基本生活保障と再就職
のための全国会議」を招集し 6)、「下崗職工」問題の対策として次の二大方針を決定した。
一つは、５年前後の時間をかけて国有企業の「下崗職工」の「分流」と「再就職」の問題
を解決することである。ここでいう「分流」は企業内部ルートでの転職を指す。いままで
に国有企業は主に、内部化された企業福祉部門、例えば、職工食堂や娯楽施設などを「下
崗職工」に請け負わせる形で企業福祉部門を独立させたり、または生産過程の一部を「下
崗職工」に任せたりして企業内部で「下崗職工」をふりわけ、余剰人員を吸収してきた。
企業内部ルートでの転職は「分流」である。これに対して、「再就職」は主に対社会型ルー
トでの再就職を指す。前半の３年は大中型企業を重点とし、新たに増加する「下崗職工」
数を再就職者数が上回るようにするのが目標である。もう一つは、1998 年は「下崗職工」
と当年新たにレイオフされた「下崗職工」の基本生活を保障し、それらの 50％の再就職
を実現することである。この二大方針のもとで企業の自主裁量に任されてきた「下崗職工」
数を総量規制することを目指しつつ、「下崗職工」の基本生活と再就職の保障を重視した。
もちろん、その背景には「下崗職工」の存在とその増加が社会不安の引き金になることへ
の危惧がある。現実的には 1997 年以降、労使関係の悪化を示す労働争議が増加し、「下崗
職工」が多い地域では社会不安につながる集団争議が多発している。 
　この二大方針に基づいて、1998 年６月 22 日に中国共産党と国務院は連名で「生活保障
と再就職決定」を公布し、以下のことを明確にした。 
　まずは「下崗職工」の定義を明確にした。それによれば「下崗職工」とは第１に、企業
との労働関係が解除されておらず、第２に、所属企業からすでに仕事の持ち場から外され
ており、第３に、職を求めていてもまだ新しい職が見つかっていない労働者を指す。した
がって「下崗職工」問題にとって、計画経済体制の下で確保された、終身雇用を特徴とす
　　　　　　　　　　　　　　　　
6)「人民日報」1998 年５月 15 日
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る「固定工」の処理は決定的な問題である。 
　つぎに、従来の企業による分流を特色とする企業内部型吸収方式を再就職サービスセン
ターによる企業外部型託管方式へと転換することである。再就職サービスセンターは、再
就職プロジェクトの実施によって設置された新しい職業仲介機構である。中でも特に上海
方式が重視されている。上海市は 1997 年に、国有企業改革の進展にともなって企業の「自
我消化能力」つまり企業の内部で「下崗職工」を再雇用する能力が弱まりつつあるという
現状を踏まえて、企業内部型吸収方式を政府と企業の協力による企業外部型吸収方式へと
転換するために、再就職サービスセンターを設立した。具体的には上海各工業部門の持ち
株公司はその傘下に再就職サービスセンターを設立し、各企業から送り出されてくる「下
崗職工」を受け入れて基本生活を保障し、転職訓練を施しながら上海市の労働市場と連携
して「下崗職工」の再就職の面倒をみる方式である。1997 年に、困難が大きく産業全体
のリストラに直面している紡績、機電部門から設立され、今では、他の工業部門も再就職
センターを設立している。再就職サービスセンターが、企業から送り出されてくる「下崗
職工」を企業にかわって委託管理することから、この方式は「託管方式」と呼ばれる。 
　「託管方式」は、第１に、社会全体の力を動員して「下崗職工」の問題を解決すること、
第２に、「下崗」問題による企業の負担を軽減し、国有企業改革を推進することができる
ことなどのメリットを持っている。「託管方式」は国務院に高く評価され、1998 年以降、徐々
に全国に広がったのである。 
　そして、職業紹介機関の実績を見てみると、1996 年に職業紹介機関を通じて再就職し
た都市籍の失業者・「下崗人員」は 247 万人に上る。また、職業訓練の内容を見ると、実
用的な技術の訓練、特に観光業、理容、美容などの第三次産業に重点が置かれ、その期間
は短いもので１ヵ月から３ヵ月 , 長いものでも１年程度である。しかし、以上のような施
策にもかかわらず、「下崗」問題は深刻さを増している。再就職までの期間が長期化する
傾向があるといわれ、半年以内に再就職できない者は全体の６割ほどに達する。さらに再
就職しても、転職先に、不満を持つ者も多く、また短期の仕事が多く、求職活動が常態化
する者も少なくないなどの問題も指摘されている。
　このように、「下崗」は、職業紹介・職業訓練事業および失業救済制度などの諸政策と
一体となって、複合的・総合的な雇用政策として実施されている。つまり、「下崗」の実
施主体は個々の企業であるが、それは企業と労働者の契約関係や労働関係においてミクロ
に把握されるものではなく、国家の雇用政策というマクロ的な見地から理解すべきもので
ある。
　４．上海の再就職サービスセンターの事例
　上海はいつも政策実施の試験地として、その名が挙げられる。いわば、上海は中国政策
の試行地である。上海の再就職サービスセンターの事例から、中国政策の方向性が見えて
くると考えられるため、以下は上海での実施状況を中心に紹介する。
　上海において、再就職サービスセンターは「上海各工業部門持ち株公司」の中に設けら
れた職業仲介事業機関という性格を持つ。そしてこの組織は、主に持ち株公司の管轄下の
企業が破産、合併、生産停止、またはリストラ計画の実施により生じた「下崗職工」を受
け入れ、サポートを提供する。再就職サービスセンターの管理部門はセンター管理委員会
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であり、そのメンバーは持ち株公司から任命される。センターの下にいくつかの工作分部
や労働服務公司が設置されている。地域センターは大型企業の中に設けられていてもよい
し、または数社は労働服務公司を共同で設立することも可能である。再就職サービスセン
ターの機能として、第１に、「下崗職工」を受けいれること、第２に、所属企業の「下崗
職工」の増加を抑制するように指導すること、第３に、「下崗職工」の再教育、転職訓練
を行うこと、第４に、生活補助金医療証書などを給付し、社会保険関連事務を処理するこ
と、第５に、労働部門の指導のもとで、労働市場との連携を強め、再就職活動を展開する
ことなどが、挙げられている。上海市労働部門の説明によれば、第九次五ヵ年計画期間中
の上海市の「下崗職工」数は 60 万人である。それに「八・五計画」期に再就職できなかっ
た「下崗職工」を付け加えると、「九・五計画」期の「下崗職工」数は 80 万人に達する見
込みである。そのうち、「下崗職工」から失業に変わるもの、早期定年退職、準定年退職
などを通じて年間 12 万人の問題が解決され、５年間累計で 60 万人が吸収されることにな
るとされ、残り 20 万人は再就職サービスセンターに入所する。つまり、再就職サービス
センターの受け入れ予定の「下崗職工」数は 20 万人である。 
　再就職サービスセンターが中心となって、労働力の需要側である労働市場と労働力の供
給者である企業を結び、労働部門の指導の下で職業訓練、教育、基本生活費の支給、社会
保険業務の代行を行いながら、再就職プロジェクトを推進する。そして再就職サービスセ
ンターの出現によって次の３つの再就職循環システム、つまり労働市場が生まれると考え
られる。第１は企業内部労働市場である「小再就職循環システム」であり、第２は持ち株
公司所属各企業を中心とする工業部門内部労働市場、つまり「中再就職循環システム」、
さらに、全社会を対象とする外部労働市場である「大再就職循環システム」である。この
３つの労働市場は相互に密接な連携を持っているが、その中心的な役割を果たすのはやは
り、再就職サービスセンター、つまり「中再就職循環システム」である。このように、再
就職サービスセンターの設立によって中国の再就職プロジェクトは新しい発展期を迎えた
といえるだろう。
　５．再就職センターの閉鎖及び新政策
　中国政府は 2001 年１月１日から再就職センターを閉鎖し、一時帰休者と失業の一元化
を少数都市で試みると発表した。その後、全国で適用されるが、再就職センターでは新し
い入会者を入れられず、期限未満者のみ、３年満期まで、継続訓練を受けることを認めら
れている。ただ、申請したリストラ者に対して、政府から基本生活保障を与えると同時に
失業保険の適用手続きをとる措置を講じることによって、一時帰休制度を完全に失業保険
に切り換える方向に進んでいる。いわば、完全に市場に委ねて労働政策を講じている。た
だし、この一元化の改革につれて、新しい政策の確立が必要になった。人力資源社会保障
部、財政部、国家財務総局が公布した「積極的な措置を講じ、企業の負担を軽減して就職
情勢を安定させることに係わる問題に関する通知」（人社部発［2008］117 号）によれば、
当地政府の関連部門の認定が困難な企業である場合は、在職従業員に対し、技能向上、職
務の転換などの分野における職業訓練を計画して実施し、従業員の職業技能や素養を高め
ることができる。いわば、企業内の一時帰休のように、すぐ企業から外に放り出すのでは
なく、事前に一定の訓練を受けさせてから外に出すことになった。この訓練経費は、企業
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所在地の政府が就職専用資金から適切な支援を拠出することができる。方法としては、企
業に訓練経費を補助させ、訓練を受けた従業員に職業訓練合格証書を授与し、失業者をス
ムーズに再就職させることに一定の効果があると見られている。そして、以前、再就職セ
ンターに入るはずの失業者に対して、各地の労働保障部門は当地の実情と失業者の特徴を
勘案し、３-６ヵ月間の再就職訓練を実施しなければならない。このような失業者の再就
職の訓練経費については、この規定に基づき就職専用資金や失業保険資金の中から補助金
を支給することになった。
Ⅳ　失業者から貧困者への悪循環問題
　１．都市部貧困の新傾向
　中国の貧困問題は従来ほとんど農村部にのみ存在していたと言われているが、近年、都
市部にも貧困問題が現れ、農村部の貧困問題以上の深刻さをもつに至っている。また、農
村の貧困問題は比較的早い時期から重視され、貧困脱出への援助も大規模に展開されてき
ているため、絶対貧困者7) の数は減りつつある。他方で、都市の絶対的貧困者と相対的貧
困者8) はともに増える状況にある9)。1990 年以来、中国の都市住民に貧困者が急増してきた。
　都市の貧困者は 3000 万人を超えた。この頃は中国国営企業改革の盛んな時期であり、
いわば、国営企業から国有企業へと変化していくにつれて、大量の失業者及び一時帰休者
が生み出された。その当時、中国の都市貧困者は主に、一時帰休者（下崗職工＝潜在失業
者）と経営不振企業の従業員（給料不払いや基本給のみ支払われる）から成る。実行され
た社会救済制度は主に「三無人口」（定職、定期収入、扶養親族のない者）を救済対象と
している。しかもその財源を財政に頼るため財源が限られ、資金不足から対象者が限定さ
れていた。そのため、生活困難者に給付を行う最低生活保障制度は 1993 年頃より一部地
域で導入が進められ、1997 年以降、全国規模で整備が進められた。そして、各地の最低
生活保障制度をできる限り統一的に運営するため、1999 年に「都市住民最低生活保障条例」
が公布され、全国に適用されている。地方政府の予算でまかなうことが原則とされている
が、中央政府からも財政資金が投入されている。2006 年年末の受給者は 2000 年の 5.6 倍
に達し、2,233 万人になっている。この人数の増加から、失業者が増えている一方であま
り他のところに吸収されていないことも読み取れる。そして、レイオフ者（下崗職工）の
生活救済を行うのはもとの職場であるとみなされるから、一度職を持った失業者は社会救
済の対象になりにくいのである。そして、再就職できない「下崗職工」は元の職場から見
放され、かつ、社会の救済対象になりにくいということから、厳しい困窮な生活を強いら
れている。遼寧省の統計データによれば、こうした失業者世帯の１人あたりの月収はわず
か 298 元である10)。国家統計局の統計によると、1995 年当時、全国の都市の貧困人口が
　　　　　　　　　　　　　　　　
7) 絶対的貧困とは社会構成員の基本的生活が満たされない状況を指す。その主な原因は生産力の極度の
貧弱及びそれがもたらした発展機会の極端な不足にあり、また経済資源分配システムの不合理と不健全
さにもある。
8) 相対的貧困は通常、社会構成成員の基本的生活欲求の満足程度及び発展機会が中位値の半分を下回る
状況を意味する。
9)「海外労働時報」1998 年１月号
10)「海外労働時報」1998 年１月号
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1500 万人に達した主な原因は失業職工の増加、すなわち生活困難に陥った職工の増加で
ある。
　若干の例を挙げよう。東北三省では赤字国有企業の操業停止が蔓延し、破産企業が増加
しつつあって、それに伴って多数の従業員が実質的に失業状態に入るとともに生活困難に
陥っており、激しい地域では、賃金支給停止、減額状態にある従業員（定年退職を含む）
が従業員総数の 18-20％に達している。東北三省だけで賃金支給停止、減額状態にある従
業員は 354 万人、従業員とその家族を含む生活困難世帯人口は 883 万人にもなった 11)。
国有企業改革とともに、新たに生み出されてきた貧困人口と対照的に、社会に新富裕階層
が形成された。中国の改革開放政策の進展によって、国民の間で貧富の格差が拡大すると
いう深刻な社会問題が浮上した。「中国社会報」の調査によると、20％の高収入層が全収
入の半分を占めているのみならず、貯蓄残高の 75％以上を有するのに対して、20％の低
収入層は全収入の５％と貯蓄残高の４％以下しか有していない12)。国家統計局が行った
10 万世代の住民調査によれば、20％の高収入世代と 20％低収入世代の１人あたりの収入
を比べてみると、その格差は 13 倍にもなる13)。上述のことを含め、貧困問題について、
近年よく議論されている問題は、以下の２点に整理できる。
　⑴　国有企業改革の進展に伴う、失業者と一時帰休者（「下崗人員」）の出現
　　 　この層が大量に出現し、彼らの生活不安が世論の中心的関心事となったことにより、
都市貧困問題は、従来の「三無」に象徴される特殊階層の問題ではなく、潜在的に都
市住民全体が抱える問題として、本格的な政策課題となっていった。
　⑵　貧困を背景とする社会問題の浮上
　　 　90 年代を通じて都市住民の間で最も関心が高かった問題は、治安や失業等いずれ
も貧困と密接に関係がある問題であった。 
　２．都市における失業者の再就職前の第二の生活保障ライン
　国有企業改革を行う上で、大量の失業者と一時帰休者が発生することは避けて通れない。
こうした潜在的貧困層に対しては、保障の最後の段階を意味し、文字どおりライフネット
である最低生活保障制度に至るまでの前段階として、２段階の保障が用意されている。
　これは３つの保障線（「三条保障線」）と呼ばれる。すなわち、下崗職工生活保障制度、
失業保険制度、そして最終段階としての最低生活保障制度、以上３つの保障制度である。
一時帰休者が最初に享受できる保障は、所属企業内に開設された職業訓練センターである
再就職服務センターに登録し、再就職に関する契約を結ぶことによって初めて受給資格が
発生する下崗職工生活保障制度にもとづく保障である。３年間、基本生活費として基準最
低賃金の 70～80％（失業保険給付金の 120～100％）が支給されるだけでなく、各種社会
保険、住宅等についても在職時と同じ待遇を受けることができる。また、それにかかる費
用は、赤字企業については、企業、政府、社会（失業基金からの拠出）それぞれが３分の
１ずつ負担することになっている。社会保険制度が制度的に未整備な状況の下で、企業に
　　　　　　　　　　　　　　　　
11) 中国研究所編、1997 年、160 頁
12)「中国社会報」1999 年５月 18 日
13) 王文亮、2001 年、174 頁
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全面的に負担させていた従来型の保障のあり方を転換し、社会全体で保障しようとしたも
のであった。再就職服務センターでの３年間で新たに職を見つけられなかった労働者は、
契約終了７日以内に失業保険機構に行き、手続きをすることで、最長２年間、下崗職工基
本生活費よりは低く、最低生活保護費よりは高いレベルで設定された失業給付金を受ける
ことができる。
　以上のように、失業後、最低生活保障申請に至るまで最長５年の猶予があるのだが、最
大の問題は、国有企業の一時帰休が本格化した 1997 年以降に再就職服務センターに入っ
た人々が、今後続々と失業保険の救済対象となることが必至であるにもかかわらず、受け
皿となる失業保険については、1998 年当時で失業者数の 30％以下の 150 万人程度しか支
給できていないことである。
表３　最低生活受給者の構成　　単位：（万人、％）
現役就業者 一時帰休者 失　業　者 定年退職者
左記人員の
家族など　
三 無 人 員
2002 年 186.8 554.5 358.3 90.1 783.1 91.9
2003 年 179.3 518.4 409.1 90.7 949.4 99.9
2004 年 141.1 468.9 423.1 73.1 1,003.5 95.4
2005 年 112.5 432.1 401.1 60.2 1,131.1 95.7
2006 年 130.2 440.1 410.5 70.3 1200.0 96.4
出所：「中国労働市場」2007 年版より、筆者作成。
　この表の背景としては、1990 年代半ば以降、国有企業改革の加速に伴い、多くの都市
民が仕事を失い、または一時帰休者となったことがある。労働統計年鑑によれば、1995
年の一時帰休者数は 564 万人だったが、1998 年には 1,734 万人に増え、ピークに達した。
その後の数年間も 1500 万人前後で推移した。こうした国有企業改革の調整で、収入が貧
困ラインを下回った都市民が一気に増加した。国家統計局が世界銀行の方法で推計した都
市民の貧困規模は 1995 年、2000 年の各年にそれぞれ 1,909 万人、1,050 万人であり、対都
市民の比率は 6.7%、3.3%であった。
　３．低所得層へ再就職する傾向
　上述したように、都市部の失業者に対して、現時点で支給されるのは失業保険か最低生
活保障金かになっている。勿論、その給付金額が低い状態であることは現在中国政府の予
算制約によるものである。しかし、仮に再就職ができたとしても、臨時職員や労働者とし
て就職することになる。いわば、臨時職員、労働者を雇用する職場はほぼ低所得層産業が
中心になっている。たとえば、上述した上海の例では、ホテルなどのサービス業や建築現
場などが再就職の中心になっている。近年、再就職の女性の働く場として病院の清掃、患
者の介護、生産ライン等が増加している。しかし、これらの再就職者の前職はほぼ、国有
企業の終身雇用制度が崩壊してから、リストラされた従業員であった。このような職につ
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いたとしても、長くいられないであろう。その理由は以下のものである。
　第１に、雇用側から分析すれば、臨時職員や労働者との間にほぼ、労働契約を締結して
いない。臨時職員や労働者の雇用について、明文的な法律の定めがないため、労災に加入
できない。賃金についても最低賃金を超えれば、自由に設けられるからである。そして、
農村から都市に流入した出稼ぎ労働者はこの種の仕事の競争者として、雇い側に労働雇用
の不安がないからである。
　第２に、失業者及び一時帰休者が最も心配しているのは、年金保険と医療保険の接続問
題である。背景としては一部の企業が、元従業員が一時帰休者になると、元企業側が負担
すべき部分の社会保険料を未納または滞納するため、失業者、一時帰休者の年金、医療保
険が切れてしまうことがしばしば発生するからである。保険の接続問題は、都市の失業者
が再就職するにあたって、不利な制約になっている。
終わりに
　中国における失業問題の原因は多種多様である。例えば、大学の進学率が高まるにつれ
て卒業しても就職ができない大学生や、農村から出稼ぎに出て都市に滞留している出稼ぎ
者、あるいは本論文で中心に論じてきた産業調整のリストラ労働者が原因となっている。
彼らは新卒の大学生ほど知識と体力を備えていないだけではなく、家庭の負担があり、出
稼ぎ者のように家族を養える土地も持っておらず、まさに都市において最も保護が必要と
されているグループである。勿論、政府は多種多様な政策を講じていたが、ただ、現行の
政策を分析してみれば、旧国有企業からリストラされたグループには失業保険をもらうか、
最低生活保障者になるか、この二つの選択肢しかない。再就職訓練を受けられても、その
後に生活が保障できるような仕事につくことが多くないのは事実である。換言すれば、国
有系の失業者の特徴に対応した、総合的な労働及び社会保障政策はまだ不十分と思われて
いる。彼らをスムーズに再就職させるために今後行われるべきことは、以下の通りである。
　第１に、社会保障制度の内容を充実させ、失業者が安心して仕事を探せるような環境を
作り出すことが重要である。社会保障の効果に対して失業者が不信感を抱えるのは現代中
国で普遍的な問題である。主要な原因は一貫性が乏しいからである。いくら法律、法規が
制定されても実効性がなければ、民心を寄せられないだろう。政府の威信を維持するため
に、中国の現状を国民に理解させ、そして、中央政府から各級政府にわたり、現行法を堅
実に施行していくのが重要である。そして、今後は政府が弱者グループのための更なる保
障法案を提出することが期待されている。これは今後の社会安定に繋がるための基本テー
マである。
　第２に、雇用の維持・創出のため、十分な社会保障があれば、失業者、貧困者は困らな
いが、逆に失業者と貧困者が増えていけば、社会保障に負担がかかる。中国の場合、体制
の転換期にあたって、厳しい雇用・失業情勢に直面しているにもかかわらず、社会保障は
十分に整備されていない。社会保障を整備しながら、十分な雇用を維持・創出することが
重要な課題である。雇用が維持できれば、社会保障の負担を減らせる。完全雇用それ自体
も社会保障の内容なのである。
　雇用維持・創出のため、新市場・新産業の育成による雇用の創出、個人の主体的能力の
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開発を促進するシステムの整備、就職支援の特別対策パッケージの実施などの工夫が必要
である。そのため、労働者の自発的な転職を阻害しない市場、労働者の能力の向上を促す
市場、労働力の需給を効率的にマッチングさせる市場を整備するのが、喫緊の課題である。
　第３に、社会保障制度の有効性を保ち、社会の平等と安定を促進する他、経済の安定と
発展を促進する役割にも着目し、また、他の分野の改革と一体的な関係にあるので、連携
をとって進めなければならない。
　第４に、法制度の整備が必要である。改革は長期的、漸進的であっても、政府の立法や
制度運営は整合性を持ち、事後の監督も厳正に行うなど、果敢にして秩序ある、かつ持続
可能な改革でなければならない。また、旧制度から新制度への転換にあたって、激変を緩
和する過渡的な対策を事前に充分に用意することが必要である。
　第５に、責任の明確化が必要である。市場経済を導入しつつある中国にとって、市場経
済に適応する労働市場制度の現代化が急務であり、この目的は、企業と個人の運営責任を
拡大するという意味で、市場化された雇用体制の整備に合致するものといえる。しかし、
制度の方向性は一応定まったが、すでに述べたように、実際の運営においては、様々な問
題が生じている。このうち、旧制度により残された問題もあれば、新制度の不備のために
生み出された問題もある。
　つまり、雇用循環が、社会の「安全ネット」としての社会保障に緊密な関係をもつとい
うことは普遍的に認められているが、この「安全ネット」作りは、政府、執政党によって、
大変重要な任務である。社会の安定が政権の安定につながるという考え方は、常識であり、
特に近代史上、職工の暴動が起きやすいことを経験した中国において、これは非常に敏感
な問題である。そして、改革開放後の中国は、経済面ではすでに市場経済の軌道に乗って
いるため、失業率の引き下げや失業者の社会保障システムの構築など、社会の「安全ネッ
ト」を完備することは、中国政府にとって、今後の大変重要な課題ではなかろうか。
　つまり、社会改革または社会安定の視点から見た場合、失業問題への的確な対処が今後
の中国にとって非常に重要になることは間違いない。
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